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第１章 基本計画策定の趣旨 

 

国では、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第 45 号）（以下、「労

確法」という。）に基づき、林業労働力の確保の促進に関する基本方針（以下、「基本方

針」という。）を策定し、林業労働力の確保の促進を図るための基本的な方向や必要な

措置を示している。 

県では、労確法第４条に基づき、基本方針及び本県における森林・林業の特性を踏ま

え、林業労働力の確保の促進に関する基本計画を策定し、林業労働力の確保の促進に関

する方針や、事業主が行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置に関

する事項などを定め、本県の林業労働力の確保を総合的に推進することとする。 
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第２章 森林・林業の現状 

 

１ 森林・林業を取り巻く情勢 

本県の約７割を占める森林は、木材等の林産物の供給をはじめ、県土の保全や水源の

かん養、生活環境の保全、地球温暖化防止等の公益的機能を発揮しており、県民の生活

にさまざまな恵みをもたらしている。 

しかしながら、森林・林業を取り巻く状況は、木材価格の長期低迷・経営コストの上

昇等による林業経営の採算性の悪化や、林業労働者の減少・高齢化と厳しさを増してお

り、林業生産活動の低下から保育・管理の不十分な森林が増大し、森林の有する公益的

機能の発揮に支障を生じることが懸念されている。 

この森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるためには森林を適切に管理してい

く必要があり、植栽から保育、主伐を実施する担い手を確保・育成していくことが重要

である。 

こうした中、国では、令和３年６月に、新たな「森林・林業基本計画」を策定し、森

林・林業・木材産業によるグリーン成長、森林資源の適正な管理及び利用、「新しい林業」

に向けた取組の展開、木材産業の「国際競争力」と「地場競争力」の強化、都市等にお

ける「第２の森林」づくり、新たな山村価値の創造に取り組むこととしている。 

一方、本県では、「やまぐち維新プラン」に「強い農林水産業育成プロジェクト」を

掲げ、林業事業体の育成と経営基盤の強化、新規就業者の確保・定着、木材供給力の強

化、木材供給システムの開発、やまぐち森林づくり県民税等の活用などに取り組んでい

るところであるが、今後とも国の新たな動きや森林・林業を取り巻く環境変化にも的確

に対応しながら、林業振興に努めるとともに、健全で豊かな森林づくりに努めていく必

要がある。 

 

２ 森林資源の状況 

本県の林野面積は、４３８千ｈａで県土の７２％を占め、林野率は全国平均の６７％

を上回っている。 

経営形態別には、民有林が４２５千ｈａ（９７％）を占め、国有林は１１千ｈａ（３％）

となっている。 

民有林面積の４２％（１８０千ｈａ）が人工林であり、スギ・ヒノキ人工林のうち２

０％が保育間伐等の手入れが必要な３５年生以下の林分となっている。 

人工林の樹種別構成は、ヒノキ４８％（８７千ｈａ）、スギ３６％（６６千ｈａ）、マ

ツ類１３％（２３千ｈａ）と続き、また、人工林の蓄積は年々増加してきており令和２

年度末において９０，９９２千㎥となり、森林資源の利用期を迎えている。 

 

３ 素材生産の動向 

素材生産量は、昭和４３年の８４４千㎥をピークに大幅に減少し、令和２年において

は２２８千㎥とピーク時の３割程度となっている。 

 

４ 木材需給の動向     

素材需要量は、昭和４８年の２，２６６千㎥をピークに大幅に減少し、令和２年にお



- 3 - 

いては２８２千㎥とピーク時の１割程度となっている。 

また、国産材、外材別では、平成２０年以前は外材が７割近くを占めていたが、近年、

外材輸入量の減少により、国産材の割合は増加しており、平成２５年からは５割を超えて

いる。 

森林バイオマスのエネルギー利用量は、平成２８年の５０千トンから令和２年には６

６千トンと増加しており、今後も新たな木質バイオマス発電施設の建設計画があること

から需要量の増加が見込まれる。 

 

５ 路網の整備状況 

林道(自動車道)の整備状況は、平成２８年度から令和２年度の５箇年で、９．４ｋｍが

開設され、総延長１，５７２ｋｍ、林道密度３．７０ｍ／ｈａとなっている。 

また、作業道（路）は、平成２８年度から令和２年度の年５箇年で、５５０．９ｋｍ

が開設された。 
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第３章 林業事業体の経営及び雇用の動向 

 

 第１節 林業事業体の現状と課題 

  １ 林業事業体の現状 

森林所有者等からの委託又は立木の購入によって、造林、保育、伐採等を行う林

業事業体には、森林組合及び民間の素材生産業者がある。 

本県の森林整備の中核を担う森林組合については、平成１７年の山口県東部森林

組合の２次合併以降、平成３０年に山口県東部森林組合と錦川森林組合、令和元年

に山口中央森林組合と山口阿東森林組合の広域合併が行われており、森林組合数は

令和２年度末で７組合となっている。森林組合員数は昭和６０年をピークに減少傾

向にある中で、各森林組合とも組織・経営基盤の合理化に努めている。 

民間の素材生産業者については、令和２年度末で、林業認定事業体が１１者、（一

社）山口県木材協会の会員が２２者※となっている。これらの素材生産業者の約６割

が作業員５人未満の小規模零細な林業事業体である。※林業認定事業体１１者との重複を除く。 

   

２ 林業事業体の課題 

伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする「新しい林業」の実現

に向けて、「長期にわたり持続的な経営」を目指す林業事業体を育成する必要がある。 

（１）林業事業体の体制整備・組織強化 

森林組合については、森林所有者の不在村化、高齢化の進行等により、自ら森

林を管理できる森林所有者が減少する中で、地域の森林管理の主体として、施業

の集約化から森林経営計画の策定、森林施業の実施に至るまでの幅広い役割を担

うことが期待されていることから、森林所有者との合意形成を推進し、森林施業

を集約的に行うための体制を整備する必要がある。さらに事業の円滑な実施に向

けて、安定的に収益を確保できるようにするため組織の強化を図る必要がある。 

素材生産業者については、小規模零細な事業体が多いことから、継続的に事業

を営むためには、事業量の安定確保、機械化による効率的な生産体制の整備や人

材の確保・育成に一層取り組むことが必要である。 

（２）再造林の実施体制の整備 

森林資源の循環利用に向けて、主伐や伐採後の再造林等を適正に実施するために

は、森林組合と素材生産業者などの林業事業体間の連携を進めることが必要である。 

（３）事業量の安定的確保 

木材価格の低迷等に伴う林業生産活動の停滞により、林業事業体においては、安

定的な事業量の確保が困難となっている。このため、森林所有者への施業の提案等

により、事業量の安定的確保に向けた取組を積極的に行う必要がある。 

（４）生産性向上に向けた取組 

生産性の向上に向けては、現場条件に適合した高性能林業機械の導入を図ると

ともに、オペレーター等の人材の育成や路網等の基盤整備を積極的に進める必要

がある。 

また、近年、地理空間情報やＩＣＴ、ドローン等を活用したスマート林業技術等

の新たな技術の開発が進展していることから、これらの技術を積極的に活用して現

場実装を図っていく必要がある。 
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 第２節 林業労働力の現状と課題 

  １ 林業労働力の現状 

 （１）林業労働力の推移 

スギ・ヒノキ人工林の高齢級化に伴う保育事業量の減少から、近年、森林組合  

の常用作業班員数が減少傾向で推移し、平成２８年度末の２１６人から令和２年

度末には１６０人に減少している。 

なお、作業班員の高齢化率については、６０歳以上の割合が平成２８年度末の

２５．９％から令和２年度末には１５．８％と改善がみられる。 

    （２）就労日数別林業労働者数 

 森林組合については、２１０日以上が７５．６％、１５０日以上では８６．９％、

素材生産業者については、２１０日以上が８５．７％、１５０日以上では９６．

７％を占め、雇用の安定化が図られている。 

 （３）賃金支払形態別林業労働者数 

森林組合については、月給制が採用されているのは２８．１％であり、日給制

及び日給と出来高併用制が７１．９％となっている。 

なお、月給制の採用については、平成２８年度末の１３．０％と比較して改善

が見られる。 

 

  ２ 林業労働力の課題 

林業事業体が労働者を確保するためには、雇用関係の明確化、月給制導入等によ

る通年雇用体制の確立、社会保険等への加入促進、労働安全衛生の推進、福利厚生

の充実などの雇用条件・職場環境等の改善に一層努め、魅力ある職場づくりを進め

る必要がある。 

また、林業事業体の新規就業者の大半が他業種からの転職であるため、新規就業

者の資質向上のための教育訓練や、新規就業希望者等を対象とした就業前研修等の

充実を図ることが必要である。 
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第４章 林業労働力の確保の促進に関する方針 

 

 第１節 基本計画の計画期間 

    第６期基本計画の計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５箇年とする。 

 

 第２節 林業労働力の確保の促進に関する基本的な方向 

 林業労働力を確保していくためには、前提として、雇用関係の明確化、雇用の安

定化又は他産業並の労働条件の確保等雇用管理の改善に引き続き努めることが必要

であるが、今後は、これらに加え、森林資源の成熟化や県民の求める多様な森づく

りを背景に、林業労働者には生産性の向上等事業の合理化を図り、安定的な木材供

給を支える生産管理能力の向上や「持続可能な森林経営」に関する高度な知識等が

求められることから、林業労働者が林業に定着し、これら高度な能力を身につける

のに必要な技術、知識等を習得、蓄積していくことも重要である。 

林業への定着には、林業労働者が抱える将来の職業生活における不安を取り除き、

満足のいく働きがいを持たせる必要があることから、経験等に応じた多様なキャリ

ア形成を支援することが重要である。 

また、雇用管理の改善は、事業主の事業の合理化と密接に関連していることから、

雇用管理の改善並びに事業量の安定的確保、高性能林業機械等の導入及びその活用

のための林道・作業道の整備等による事業の合理化を一体的かつ総合的に促進する

ことが必要である。 

さらに、このような雇用管理の改善及び事業の合理化の一体的かつ総合的な推進

に当たっては、労確法第１１条第１項に規定された「林業労働力確保支援センター」

（以下「支援センター」という。）及び林業関係者による支援、指導を実施するとと

もに、雇用管理の改善及び事業の合理化を推進する意欲及び能力を備え、体制が整

備された事業主を知事が認定事業体として認定し、効果的に支援措置を実施するこ

とが必要である。 

なお、認定するに当たっては、森林施業を主体として経営の多角化を図ることに

より、雇用管理の改善及び事業の合理化を図ろうとする事業主のほか、新たに林業

に参入するため林業労働者を雇用する事業主についても対象とするなど、弾力的に

対応をすることが必要である。 
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第５章 事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並

びに新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に関する事項 

 

 第１節 雇用管理の改善を促進するための措置 

  １ 雇用管理体制の充実 

    責任ある雇用管理体制の確立を図るため、常時５人以上の林業労働者を雇用する

林業事業体においては、雇用管理者を選任するよう普及啓発を促進するとともに、

雇用管理者の資質向上のための研修の受講を促進する。 

 

  ２ 雇用関係の明確化 

雇用関係の明確化を図るには、雇入れの主体を明確にすることが必要であり、こ

のため、雇入時に事業主の氏名又は名称、雇用期間等を記した雇入通知書の交付に

努めるよう普及啓発を促進する。 

また、形式上は請負のような形態であっても、実態に使用従属関係が認められる

場合には、「労働者」となることについて普及啓発を促進する。 

 

  ３ 雇用の安定化 

    雇用の安定化を図るためには、林業労働者の常用化・月給化を進めることが基本

であるが、それには、常用化・月給化を図ることができる事業量の安定的確保が重

要となる。このため、事業量の安定的確保とあいまって常用化・月給化に努めるよ

う啓発を促進する。 

 

  ４ 労働条件の改善 

（１）新規採用の促進 

林業事業体は、雇用条件を明確化し、求人活動の積極的な展開や職場のイメー

ジアップに努めるとともに、行政や関係機関と連携して新規就業者への技能研修

制度の充実や作業に必要な機械器具の支給並びに住宅確保等定住条件の整備に努

める。 

 （２）所得の向上対策 

 林業事業体は、林業労働者の年間総所得の目標を、各地域における他産業並み

（平均）の所得に設定し、林業事業体は目標達成に努める。また、資格取得等も

考慮した諸手当の充実を図る。 

    （３）雇用体制の整備 

林業事業体は、通年雇用体制を確立させるため、職種の拡大、計画的な事業量

の確保、林業機械化の促進及び多技能職員等養成のための各種研修制度の充実を

図る。 

また、職場内における労働安全衛生管理体制を確立させるため、安全懇談会、

危険予知訓練、指差し呼称確認、相互注意運動等の徹底及びリスクアセスメント

の導入と合わせて、振動障害等の防止、定期的な健康診断の実施及びその事後措

置の徹底等、労働安全衛生に向けた具体的な取組に努める。 

さらに、平成３０年２月の労働安全衛生規則の一部改正により新たに規定され
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た、伐木作業等における危険防止のための禁止事項や、下肢の切創防止用保護衣

の着用等の義務事項について遵守するとともに、林業労働者への徹底を図る。 

 （４）福利厚生の充実 

林業事業体は、各種社会保険制度及び中小企業共済制度への加入、休暇制度の

確立及び各種福利厚生施設の整備・充実等に努める。 

（５）労働時間の適正な管理 

  林業事業体は、週４０時間労働制に沿った所定労働時間、所定休日の設定に加

え、法定労働時間を超える労働や法定休日労働を適正に把握し、長時間労働の抑

制対策を講じる必要がある。 

また、労働基準法に基づく年次有給休暇の取得等、充実した生活を送りながら

より働きがいを感じるバランスの取れた雇用環境を推進する。 

 

５ 募集・採用の改善 

求人に当たっては、的確な求人条件の設定等による効果的な募集活動の実施や、

求職者へのアピール度を高めるため、支援センターによる募集の活用及び合同求人

説明会への参加を促進する。 

 

６ 教育訓練の充実 

        日常の業務を通じて必要な知識、技能又は技術を身につけさせる職場内教育訓練

（ＯＪＴ）及び日常の業務から離れて講義を受ける等により必要な知識、技能、技

術を身につけさせる教育訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）の計画的な実施に努めるよう啓発を

促進する。 

 

  ７ 高齢労働者の活躍の促進 

技能の継承を円滑に進めるためにも、高度な熟練労働者である高年齢者の活躍が

不可欠である。 

このため、定年の引き上げや継続雇用制度導入等の措置の義務付けについて、周

知・指導に努める。 

 

  ８ 林業労働安全対策の強化 

林業における労働災害の発生率は、他産業に比べて極めて高い水準にあり、この

状況を改善することは喫緊の課題である。 

このため、今後 10年を目途とし、死傷年千人率※を半減させることを目指して労

働安全対策の強化に努める。具体的には、林業・木材製造業労働災害防止協会山口

県支部との連携のもと、特別教育の実施、伐木作業等における禁止事項の遵守、ガ

イドラインに沿った安全作業や緊急連絡体制の整備などの徹底を図る。あわせて、

巡回指導や研修の実施、作業安全のための規範の普及、新技術を活用した安全装備

の導入等を推進する。※労働者 1,000人当たり１年間に発生する労働災害による死傷者数（休業４日以上）を示す

もの。 
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第２節 事業の合理化を促進するための措置 

１ 林業事業体の体制整備・組織強化 

（１）森林組合の経営基盤の強化 

森林組合は、地域の森林施業の中核的な担い手として、森林の多面的機能を将来

にわたって発揮できる持続可能な森林経営を確立していくことや、低炭素社会構築

への貢献、さらには、林業・木材産業の振興による山村地域の活性化など、幅広く

期待されている。 

森林組合では組織や経営基盤の強化を図るために、責任体制と経営方針を明確化

するための取組を進めるとともに、合併も視野に県内森林組合系統のあり方を見直

すことも必要なため、組織・事業運営の見直しを進めている森林組合の主体的な取

組を支援する。 

（２）素材生産業者等の経営基盤の強化 

素材生産業者等は、小規模零細で経営規模の脆弱なものが多く、事業量の安定

的確保や事業の効率化が困難な状況にある。 

このため、森林の施業や経営の受託等による林業経営規模の拡大、機械化等に

よる生産性の向上等の取組を促進する。 

 （３）再造林の実施体制の整備 

森林資源を持続的に利用するには、再造林を確実に行うことが不可欠である。 

また、林業事業体が、伐採や再造林等の事業をバランスよく確保することは、

労務の最適配置、木材需給に応じた作業の振替等を通じ、経営の安定化にも資す

る。 

このため、再造林の実施体制の整備に向けて、伐採と造林の一貫作業を通じた

素材生産者と造林者のマッチング・協業化を促進する。 

 

２ 事業量の安定的確保 

林業事業体がその経営を安定させるためには、計画的な事業量確保が必要である。 

しかし、本県の森林は私有林が８４％を占め、その大部分は小規模であることか

ら、施業地の集約化等により計画的な森林施業を行うことが必要となっている。 

このため、施業意欲が低下している森林所有者に対して、施業の方針や施業を実

施した場合の収支を明らかにしたデータなどを提示して、施業の実施への積極的な

働きかけや、効率的な施業を実施することができる人材の育成を促進する。 

また、平成３１年４月に「森林経営管理法」に基づく森林経営管理制度が開始さ

れたことから、当制度を活用した事業量確保が進むよう「意欲と能力のある林業経

営者」の育成を促進する。 

さらに、新たな木質バイオマス発電施設の建設等により、今後も燃料材の需要増

大が見込まれることから、林業事業体における未利用材の有効活用を促進する。 

 

３ 生産性の向上 

生産性の向上を図るためには、高性能林業機械の導入が不可欠であり、また、こ

れらの導入は、生産性の向上に加えて労働強度の軽減、労働安全衛生の確保、労働

力確保のためのイメージアップ及び林業への女性の参画にも資するものである。 



- 10 - 

このため、高性能林業機械の導入及びオペレーターの養成を促進する。 

また、高性能林業機械を効率的に稼働させるために、林道・林業専用道・作業道

の路網整備を促進する。 

 

４ デジタル化の推進 

 森林関連情報の把握、森林資源の造成、木材の生産流通等の各段階において、デ

ジタルデータを活用することにより業務の効率化が可能となるため、スマート林業や

リモートセンシング等のデジタル技術の導入を促進するとともに、これらの技術を有

効活用できる人材の育成を促進する。 

 

５ 林業労働者のキャリア形成支援 

 新規就業者に行う教育訓練として、森林の多面的機能や森林の整備・保全の重要

性等を理解させるとともに、安全な作業方法が習得できるよう、林業就業に必要な

基本的な知識や技術・技能の習得に関する研修への参加を促進する。 

また、森林資源が利用段階にあることから、造林・保育作業に加えて主伐作業を

実践できる高度な技術を持つ者の育成を促進する。 

次に、将来にわたって高い能力を身につけていくため、一定程度の経験を有する

現場管理責任者への教育訓練として、作業システムや路網の設計、生産管理及び林

業機械整備等の生産性の向上に必要な知識や技術、技能の取得に関する研修のほか、

新規就業者への指導能力の向上を図る研修への参加を促進する。 

さらに、複数の現場管理責任者を統括する者への教育訓練として、利害関係者との

合意形成やこれを踏まえた事業計画の作成等、持続可能な森林経営に必要な知識や技

術、技能の習得に関する研修への参加を促進する。 

 

第３節 新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置 

新たに林業に就業しようとする者、また、林業労働者を新たに雇い入れる林業事業

体は、就業に必要な知識や技能を習得するための研修受講、資格の取得、住居の移転

等に多額の費用が必要となる。このため、支援センターにおいて、林業就業促進資金

の無利子貸付けを行う。 

また、県や支援センター等による林業及び林業労働についての啓発、雇用情報等の

提供、就業に必要な林業技術等に関する研修の実施、国の「緑の雇用」新規就業者育

成推進事業の活用等、就業に至るまでの一連の支援措置を推進する。 

さらに、地域の農業者等を林業の担い手として活用する短期就業の取組を促進する。 
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第６章 その他林業労働力の確保の促進に関する事項 

 

 第１節 森林整備支援センターの設置及び業務運営 

  １ 森林整備支援センターの設置団体の概要 

労確法に基づく支援措置を一体的、総合的に実施するため、同法第１１条の規定

に基づき、（一財）やまぐち森林担い手財団を支援センターとして、平成９年１２月

１０日に指定している。なお、名称については、「山口県森林整備支援センター」と

称する。 

  ２ 森林整備支援センターの業務 

  （１）林業事業体の雇用の改善に関する事業 

林業事業体の雇用の改善を推進するために、下記の事業を実施する。 

① 雇用管理の改善に関する指導・相談 

       林業事業体の改善指導、相談事業等を実施する。 

    ② 雇用管理の改善を担う人材育成のための研修 

       雇用管理者の資質の向上と、林業事業体の事業主の意識の高揚のための研修

を実施する。 

     ③ 雇用情報の収集・提供 

雇用に関する情報の収集を行い、情報誌を発行し、林業事業体及び林業に就 

職を希望する者に対し情報を提供する。 

    ④ その他の雇用管理の改善に資する事業 

（２）林業就業促進資金 

新規就業を促進するため、新たに林業に就業しようとする者及び認定事業主に

対して、研修、移転等の就業準備に要する資金として林業就業促進資金の貸付け

を行う。 

  （３）林業技術研修事業 

支援センターは、高度な専門的知識・技能を身につけた優秀な林業技術者の養 

成を図るため、支援センター、県等が実施する林業労働者等に対する各種研修に、

林業労働者が積極的に受講できる体制の整備を図るとともに、研修の実施に当たっ

ては県と連携し一体となって研修を進める。 

（４）林業労働力確保対策事業 

林業への新規参入を促進するため、林業労働者を雇用する林業事業体の受け入

れ態勢（就労条件）の改善を指導するとともに、ＵＪＩターン者等への就労情報の

提供、就労促進のための普及啓発活動、新規就業への相談会等を通じて、地域の林

業生産活動を担う林業労働者の就労の安定化を図る。 

 

 第２節 認定事業主制度 

林業事業体の事業主は、労確法第５条に基づき、単独又は他の事業主若しくは

支援センターと共同で、労働環境の改善、募集方法の改善その他の雇用管理の改善

及び森林施業の機械化その他の事業の合理化を一体的に図るために必要な措置に

ついての計画（以下「改善計画」という。）を作成し、知事の認定を受けることが

できると規定されており、同条に基づき改善計画を策定し、知事の認定を受けた意
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欲ある事業主を「認定事業主」という。 

現在、県全体で１８事業主を認定しており、引き続き、認定事業主への支援、

新たな認定事業主の認定に向け林業事業体の育成に努める。 

また、認定事業主に対し、支援センターの指導・助言・情報提供・国の「緑の

雇用」新規就業者育成推進事業の利用等の支援策を実施する。 

 

 第３節 農山村地域の活性化及び定住条件の整備 

多様な就業機会の確保を通じた農山村地域の活性化を図るため、基幹的産業で

ある林業・木材産業の振興、木質バイオマス等の未利用資源を活用した産業の育

成・特産物の開発等、森林資源を活用した新たなビジネスの創出等に努める。 

また、新規参入者の定着を図るため、市町においては、農山村地域の定住条件

の整備、魅力ある職場づくり及び居住環境の整備等に努めるとともに、森林の整備

や地域振興を図る観点等から支援センターが行う事業の実施に対する支援・協力体

制の整備を推進する。 

 

 第４節 森林・林業や農山村に対する県民の理解促進 

森林に対する県民の関心が高まりを見せている中、各地で森林の整備・保全活

動に参加する層が増加している。このような取組の促進を通じて、森林の整備保全

活動についての県民の理解の向上に努める。 

特に、農山村地域は、森林等の豊富な自然、美しい景観、都市部にない伝統・

文化やコミュニティ機能など特有の魅力を有しており、県民の価値観・ライフスタ

イルの多様化に応える観点からも、農山村地域との交流や農山村への定住の促進に

努める。 

 

 第５節 林業研究グループ等による支援の促進 

林業事業体の経営者や地域のリーダーとなり得る森林所有者等で組織する林業

研究グループ等は、林業経営を担うべき人材を養成・確保するため、林業関係学科

の高校生、新規参入者等に対して行う就業体験・林業経営指導、地域社会への定着

促進活動及び交流活動等への支援を推進する。 

 

 第６節 建設業等異業種との連携等の促進 

 林業事業体と建設業等の事業主が連携しながら、間伐促進のための路網整備、建

設工事における間伐材利用や、地域材を活用した住宅づくりなど用途開拓や需要拡

大等の取組を進めることは、事業量の確保や雇用の創出につながることから、労働

者の職業能力開発、安全と健康の確保等に配慮しつつ、地域の林業と建設業等異業

種とが連携した取組を促進する。 

また、林業参入に意欲のある建設業等異業種に対して参入に向けた支援を実施

する。 


